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研究の要約 
本研究は，広島県の公立小学校における校内での教育相談体制の現状を把握し，課題を明らかにする

ことを目的とした。 

まず，先行研究を基に小学校において機能する教育相談体制について整理した。その結果，教育相談

を担当する組織（例えば，教育相談部など）は，管理職をはじめ，校内の教育相談体制を確立するため

にリーダーシップをとる教育相談担当教員，生徒指導担当教員，保健主事，養護教諭，特別支援教育コ

ーディネーターなどで構成させることが望ましいことが示唆された。さらに，これらの構成員が，当該

児童及び保護者への対応，学級担任へのサポート，校内連携のとりまとめ，関係機関との連携，教育相

談に係る年間計画の作成，教育相談に係る校内研修，教育相談に係る広報活動などを役割分担して行う

必要があることが示唆された。 

そこで，県内の公立小学校（広島市，福山市を除く）を対象に，教育相談体制の実態を把握するため

の質問紙を作成し，調査を実施した。 

結果の分析から，①教育相談を担当する組織が分掌上位置付けられていない学校が9.3％あること，

②組織の構成員は，学校の規模に関係なく，主に，管理職，生徒指導担当教員，養護教諭，特別支援教

育コーディネーターで構成されていること，③当該児童への対応，学級担任への支援・援助，校内研修

及び校内連携について役割分担がなされている学校ほど教育相談体制が機能していると感じているこ

と，さらに，④学校規模の違いによって，教育相談に係る年間計画の作成や校内研修の企画，教育相談

に係る広報活動に差があることが分かった。 

これらの結果を踏まえ，小学校において機能する教育相談体制を示したモデル図を作成し，県内の公

立小学校に提言することとした。 
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はじめに 
児童生徒を巡る問題として，近年，いじめ，不登

校，暴力行為，コミュニケーション能力の低下等が

問題とされている。 

広島県教育委員会（平成26年）は，「平成25年度

の広島県における生徒指導上の諸問題の現状（速報）

[全国数値入り]」において，小学校における暴力行

為の発生件数は，前年度と比較して38.7％増加し，

２年連続して増加していること，いじめの認知件数

は，前年度と比較して14.1％の減少が見られ，過去

５年間で２番目に多いこと，不登校児童数は，前年

度と比較して4.5％増加していることなどが示され

ている。次項の図１，図２に示すように，過去５年

間の児童1000人あたりの暴力行為発生件数と不登校

児童の割合は，全国の数値を上回って推移している
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ことがと示されている。 

 

 
図１ 児童1000人あたりの暴力行為発生件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２ 不登校児童の割合 

 

こうした状況の中，文部科学省が設置した教育相

談等に関する調査研究協力者会議（平成21年）は，

「児童生徒の教育相談の充実について－生き生きと

した子どもを育てる相談体制づくり－（報告）」（以

下，「協力者会議報告」とする。）において，「い

じめ，不登校，暴力行為などの生徒指導上の諸問題

は，依然として憂慮すべき状況にあり，教育上の大

きな課題として，これらの問題に一層効果的に対応

するためには，学校等における教育相談をさらに充

実する必要がある。」1)と示している。 

先述した本県の公立小学校における生徒指導上の

諸問題の現状から，校内において機能する教育相談

体制の確立は急務であると考える。 

 

Ⅰ 研究の基本的な考え方 

 

１ 小学校における教育相談体制 
生徒指導提要（平成22年）（以下，「提要」とす

る。）において，「教育相談は，児童生徒それぞれ

の発達に即して，好ましい人間関係を育て，生活に

よく適応させ，自己理解を深めさせ，人格の成長へ

の援助を図るものであり，決して特定の教員だけが

行う性質のものではなく，相談室だけで行われるも

のでもありません。」2)と定義し，生徒指導の一環

として位置付けられている。 

広島県立教育センター（平成17・18年）は，「生

徒指導・教育相談体制の推進の在り方に関する研究

Ⅰ・Ⅱ」において，教育相談体制の推進の在り方と

して，チーム支援の効果的な実施の必要性を挙げ，

特に小学校の場合は，スクールカウンセラー等の活

用も限られているため，担任一人の抱え込みになら

ないように担任をサポートする意識をもってチーム

支援を行うことに留意する必要があると述べている。 

また，今西一仁（2012）は，チームで支援を行う

ことの意義について次のようにまとめている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方，国立教育政策所生徒指導研究センター（平

成16年）は，「生徒指導資料第２集 不登校への対

応と学校の取組について－小学校・中学校編－」に

おいて，教育相談体制等に係る課題について，対応

が学級担任一人に任されがちで，学校全体での組織

的かつ具体的な対応が十分に行われていない場合が

見られるとしている。 

また，奈良県立教育研究所（平成24年）は，校務

分掌中の教育相談担当分掌（教員）及び教育相談室

の有無を尋ねた質問紙調査の結果，小学校の肯定的

な回答が他の校種と比較して最も低いと述べ，その

理由として，小学校は小規模校が多く，教育相談を

担当する組織（以下，「教育相談校内組織」とする。）

を分掌として位置付けるには教員の数が少ないこと

を挙げている。 

さらに，このことに関連して，西山久子・淵上克

義（2008）は，教育相談担当者は，在校生の心理教

育的活動を担う分掌を抱え，同時に，多くは自らの

学級や担当教科と職務内容も兼務しており，このよ

うな中で，学校での教育相談活動を活性化させ，学

級担任と協働して児童の支援を充実させることはた

やすいことではないと述べている。 

これらのことは，本県の公立小学校においても危
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○ 様々な役割や立場の援助者が集まることに

よって，多面的な情報収集による支援ニーズを

把握し，多様な援助資源を発見できる。 

○ 担任（支援担当者）の過重な負担の軽減と

個々の教師の働きを生かした支援ができる。 

○ 複数の支援者が関わることによって，継続

的，安定的な支援ができる。 

○ 教師の支え合いと学び合いの場をつくる。 
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惧されるところである。平成26年７月に実施した本

研究に係る研究協力員会議において，研究協力員か

ら，小学校における教育相談体制の現状と課題につ

いて，次のような実態が挙げられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このことから，本県の公立小学校における校内で

の教育相談体制については，学校全体の活動として

十分に組織化されておらず，その結果，教育相談活

動がそれに関わる一部の教員の取組だけにとどまっ

おり，十分に機能していないのではないかと推測さ

れる。 

 

２ 機能する教育相談体制とは 

(1) 教育相談校内組織 

 文部科学省（平成20年）は，中学校学習指導要領

解説特別活動編において，「教育相談は一人一人の

生徒の教育上の問題について，本人又はその親など

に，その望ましい在り方を助言することである。そ

の方法としては，１対１の相談活動に限定すること 

なく，すべての教師が生徒に接するあらゆる機会を

とらえ，あらゆる教育活動の実践の中に生かし，教

育相談的な配慮をすることが大切である。」3)と示

されている。 

提要において，教育相談の機能が発揮されるため

には，学校が一体となって対応することができる校

内体制を構築し，かつ，整備していくことが必要で

あると示されている。また，「全校を挙げて，教育

相談を効果的に推進するためには，その中心となっ

て連絡や調整等を行う部・係・委員会等の組織が必

要であり，組織内の分掌として，その役割と責任を

明確にして，相互の関連が十分に図られるようにす

ることが必要です。」4）と示されている。さらに，

「教育相談に関する校内組織は，教育相談部として

独立して設けられるもの，生徒指導部や進路指導部，

学習指導部，保健部などの中に教育相談係といった

形で組み込まれるもの，関係する各部門の責任者で

構成される委員会として設けられるもの，新たに特

別支援教育の分掌組織の中に組み込まれるものなど

様々であり，どのような組織がよいかは，学校種，

学校の規模，職員構成，児童生徒の実態や地域性な

どを勘案して作ることが望ましいといえます。」5)

と示されている。 

また，協力者会議報告（平成19年）において，教

育相談機能を高めるためには，一人一人の教職員の

力量は大切であるが，校内の各組織と連携が図られ

た機能的な体制が構築されていること，教育相談を

担当する組織は，特に，「生徒指導」「学校保健」

「進路指導」「特別支援教育」等を担当する組織と

の連携をしていることが大切であると示されている。 

河村茂雄・武蔵由佳・川俣理恵（2012）は，教育

相談体制の考え方として，従来から継続してきた組

織体制ありきでなく，実態に即した機能的な組織体

制づくりが求められていると指摘している。また，

学校に所属している子供の実態と，所属する教師た

ちの構成に応じて機能しやすい体制をつくっていけ

ばよいと述べ，実際に学校で多く見られる教育相談

体制の形態を，４つのパターンに分類している。こ

の分類を基に，稿者が図としてまとめたものを図３

から図６に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 生徒指導部と教育相談部が独立して組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 生徒指導部の中に教育相談係として組織 

 

○ 生徒指導実践指定校における生徒指導担当

教諭の加配の有無により，校内の教育相談体

制や取組が大きく異なる。 

○ 学級担任の抱え込みによる心理的負担が大

きい。 

○ 日々の職務等の多忙さや，教職員間の連携

不足が課題である。 

○ その他，特別支援教育に関する課題，スク

ールカウンセラー等外部との連携に関する課

題，職員研修の内容等の課題がある。 
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図５ 特別支援教育部の中に教育相談係として組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 委員会として組織 

 

(2) 組織の構成員 

国立教育政策所生徒指導研究センター（平成16年）

は，学校全体での組織的かつ具体的な対応を行うた

めには，校長の強いリーダーシップの下，学級担任，

生徒指導主事，養護教諭などの関係教職員等がそれ

ぞれの役割について相互理解した上で，日頃から連

携を密にし，一致協力して対応が求められると示し

ている。 

また，提要において，教育相談を組織的に行うた

めには，コーディネーター役として，校内体制の連

絡・調整に当たる教育相談担当教員の存在が重要で

ありコーディネーターとなる教員を置く場合には，

教育相談が学校の基盤的な機能であることを踏まえ

て，教育相談に十分な識見と経験を有する教員を選

任することが校長のリーダーシップとして求められ

ると示されている。そして，その際に養護教諭や特

別支援教育コーディネーターがこれを兼ねたり，複

数の教員がこの役割を担ったりするなど，それぞれ

の学校の実状により柔軟な対応が考えられ，特に，

心の問題を言語化できずに何らかの身体症状で訴え

る児童生徒が増える中で，教育相談の組織に占める

養護教諭の存在と役割は大きくなっていると示され

ている。 

教育相談機能を高めるために，前述したように， 

「生徒指導」「学校保健」「特別支援教育」等を担当

する者が，組織的に連携していることが大切であるこ 

とから，構成員として，生徒指導担当教員，保健主事， 

特別支援教育コーディネーターが加わることが望ま

しいと考える。 

これらのことから，教育相談校内組織は，校長，学

級担任をはじめ，教育相談担当教員，生徒指導担当教

員，保健主事，養護教諭及び特別支援教育コーディネ

ーターで構成され，互いに協働できるよう役割分担す

ることが求められると考える。 

(3) 教育相談の推進 

提要において，教育相談が十分な成果を上げるた

めには，教育相談に関する諸計画が学校の教育計画

全体の中に位置付けられていることが必要であると

示されている。また，教育相談に関する計画として

は，教育相談の理念や，その学校の目標や組織・運

営等が明示された「全体計画」，教育相談の実施計

画を始め，教育相談の研修や保護者や関係機関の連

携などに関する事項が学期・月ごとに示される「年

間計画」，さらに，それぞれの事項がどのような方

針の下に「誰が」「いつ」「どのように行うか」の

細目を分かり易く示した具体的な「実施計画」が柱

となり，立案に当たっての留意点を次のように示し

ている6)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都教育相談センター（平成22年）は，「思春 

○ 計画の立案に携わる教育相談部（係・委員会

等）の担当教員は，学校としてどのような目的

で，どのような基本方針に基づいて行うのかを

明らかにし，諸計画の意味などをよく説明し，

全教職員の共通理解と協力を得られるように努

めること。 

○ 自校の実情を踏まえて，全教職員が関係する

活動，スクールカウンセラーが中心となる活動，

学級担任・ホームルーム担任が行う活動などに

分け，より具体的な年間計画を立てること。そ

の際，無理のない計画を立てること，新たなも

のを取り入れる前に，既存の教育活動を活かし

て計画に反映させていくこと，などが計画を実

効あるものにするためには肝要です。 

○ 立案担当者間の打ち合わせを随時行い，率直

に意見交換のできる関係にしておくこと。なお，

計画立案に当たって，担当者全員で，年度末に

１年間の教育相談業務の振り返りと見直しを行

うことはいうまでもありません。 
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期の生徒が充実した学校生活を送るために」におい

て，教育相談に係る組織を「教育相談委員会」と称

し，「教育相談委員会」における協議内容を次のよ

うに示している7)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらのことから，小学校における機能する教育

相談体制とは，校内において分掌等に位置付けられ，

組織の構成員として挙げた校長，学級担任をはじめ，

教育相談担当教員，生徒指導担当教員，保健主事，

養護教諭及び特別支援教育コーディネーターが，そ

れぞれが役割分担して，組織的に活動できる体制で

あると考える。 

 

３ 教育相談体制における教職員の役割 

(1) 管理職の役割 

教育相談体制における管理職の役割として，河村

（2012）は，学校経営の中に教育相談を位置付け，

学校組織の中で教師個々が確実な対応ができるよう

に，適切な指導と援助を行う役割が期待されると述

べている。また，提要においては，学級担任が保護

者との関係に行き詰まった場合，両者の間に入って

関係調整を図り協力関係の形成を側面から支援する

役割や，児童生徒が安全で心豊かに育つために地域

住民へ向けて学校の教育姿勢を発信し，協力を求め

る役割もあると示されている。 

小林知可志・真木吉雄（2012）は，「教育相談を

生かした学校づくり－児童生徒一人ひとりが育つ学

校経営－」において，管理職が教育相談を生かした

学校づくりのための留意事項として次のように示し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

これらのことから，教育相談体制における管理職

の役割は，教育相談を学校運営の中に位置付け，学

校の教育活動全体で行うことができるよう，環境の

整備や教員への指導・助言を行うことであると捉え

る。 

(2) 学級担任の役割 

提要において，学級担任として教育相談を行うた

めには，①問題を理解する，②問題を未然に防ぐ，

③心の発達をより促進する等のスキルが必要である

と示されている。 

このようなスキルを身に付ける前の学級担任の姿

勢として，福田美智子・名島潤慈（2011）は，学級

内の児童生徒に積極的に声を掛け，できるだけ児童

生徒と同じ視点をもつこと，また，児童生徒のわず

かな変化も見逃さないようによく観察することが大

切であると述べている。 

また，鳥取県教育委員会（平成26年）は，「元気

いっぱい 園・学校づくりのポイント集～校内研修

の活性化による課題解決に向けて～」において，「学

級担任が行う教育相談の目的は『安心で安全な学級

（居場所づくり）』『温かい空気で満たされている

学級（絆づくり）』を基盤にして，一人一人に寄り

添うことで児童生徒の心の成長や発達につながるよ

うに支援することです。」8)と示している。 

これらのことから，教育相談における学級担任の

役割は，教育相談に関するスキルを高め，児童のわ

ずかな変化も見逃さないようによく観察すること，

そして，児童一人一人に寄り添い，児童の心の成長

や発達につながるように支援することであると考

える。 

(3) 教育相談担当教員の役割 

黒田祐二（平成26年）は，教育相談部のとりまと

めを行うのが教育相談担当教員であり，その役割は，

学級担任をサポートするのみならず，教育相談を学

校全体で計画的に行っていくことや，学校内外の関

係者をつなぐコーディネーターとなり，チーム援助

を機能させることであると述べている。 

提要において，教育相談担当教員の役割について

①学級担任へのサポート，②校内への情報提供，③

校内及び校外の関係機関との連絡調整，④危機介入

のコーディネート，⑤教育相談に関する校内研修の

企画運営，⑥教育相談に関する調査研究の推進など

があると示されている。①から⑥のそれぞれの役割

の具体的な内容について，稿者がまとめたものを表

１に示す。 

 

○ 児童生徒の状況確認  

○ 情報の整理 

○ 対応の方針     

○ 具体的な対応方法 

○ 対応の役割分担    

○ 対応の評価 

○ 保護者との連携    

○ 関係機関等との連携 

○ 児童生徒の内面的理解に努める  

○ 児童生徒間や教師との信頼関係を築く 

○ 安心感のある学校をつくる     

○ 個を尊重した学校をつくる 

○ 全校体制で教育相談に取り組む    

○ カウンセリングマインドをもつ 
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表１ 教育相談担当教員の役割 

役割 内 容 具体的な内容 

①
学
級
担
任
へ
の
サ
ポ
ー
ト 

児童生徒への対

応や保護者への

対応に悩む教員

への支援 

 

○悩みをよく傾聴し，「一緒に考

える」というスタンスが望まし

い。 

○指導や対応に役立ちそうな資料

を提供したり，他の教員から情

報を収集したりして学級担任を

支援し，時には助言を行う。 

保護者面接への

同席 

○学級担任の保護者面接に同席

し，中立的立場で調整を行う。 

児童生徒への個

別対応 

○必要に応じて問題となる児童生

徒と関わる。 

②
校
内
へ
の
情
報
提
供 

校内への情報提

供を行うときの

留意点 

○最新情報を校内に提供する。 

○問題となる児童生徒についての

家庭環境，保護者の姿勢等，学

年を超えて収集し，事例検討の

資料として提供する。 

○他機関からの専門的情報をまと

め，校内で共通理解を図る。 

○「教育相談だより」などの発行

を通して，共通理解を図る。 

③
校
内
及
び
校
外
の
関
係
機
関
と
の
連
絡
調
整 

校内における連

絡調整 

○問題の程度により，「学年教諭

を始め管理職，生徒指導担当教

員，特別支援教育コーディネー

ター，不登校問題の担当，養護

教諭，スクールカウンセラーな

どへとつなぎ，連携を図る。 

○校内に相談室が設置されている

場合は，相談室の利用や運営の

方法について校内でルール化

し，共通理解を図る。 

校外専門機関と

の連絡調整 

 

○地域の教育機関や医療機関，福

祉機関と関わることがある場

合，連絡を取り合い，連携して

支援する。 

④
危
機
介
入
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト 

危機場面への適

切な対応 

○管理職や生徒指導担当教員と協

議し危機対応チームの組織化を

図り，各教員の役割分担を決め

る。 

○危機対応マニュアル作りなど危

機教育を企画する。 

○専門機関との連携を強化する。 

○危機対応についての知識と方法

の校内研修を企画実施する。 

○様々な危機場面に応じて，専門

機関との連絡調整，心的外傷を

負った児童生徒の調査，保護者

への対応などの役割を果たす。 

⑤
教
育
相
談
に
関
す
る
校
内
研
修
の
企
画
運
営 

校内研修の企画

運営 

○教員のニーズをよく受け止め，

学校全体の教育方針に基づいた

テーマを考え，研修を実施する。 

（例） 

・児童生徒の事例検討 

・日々の教育実践に役立つ研修 

・新しい知識を習得する研修 

・体験的に学ぶ研修 

・学校を取り巻く大きな教育状 

況を学ぶ研修      等 

ミニ事例検討 

 

○日常場面での様々な機会を用い

て児童生徒の問題を検討する機

会を設ける。 

⑥
教
育
相
談
に
関
す
る 

調
査
研
究
の
推
進 

アンケート等調

査の実施 

○その時々の教育相談的問題につ

いて客観的な情報を把握するた

めの調査 

○児童生徒の精神衛生や生活時間

に関する調査 

 

このように，教育相談担当教員は，校内の教育相

談体制を確立し，組織を機能させるためのリーダー

であり，調整役であると考える。従って，校内で情

報と人を結び付け，機能的な動きをつくり出す役割

が求められている。  

 

(4) 生徒指導担当教員の役割 

 協力者会議報告（平成21年）において，「学校に

おける教育相談は，生徒指導そのものであり，面談

活動だけではなく，日頃の教育活動とあわせて相談

活動が実施できること，児童生徒の実態に即して積

極的にきめ細かく働き掛けることができることが学

校外の教育相談機関にない利点である。」9)と示され

ている。また，教育相談に関する校内組織について，

提要において「生徒指導部などの中に教育相談係と

いった形で組み込まれるものがある。」と示されて

いる。 

これらのことから，生徒指導担当教員の役割は，

問題行動等への対応のみにとどまらず，教育相談に
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おける校内での連絡・調整，専門機関等との連携等

における役割を担うものと考える。 

(5) 保健主事の役割 

文部科学省（平成22年）は，「保健主事のための

実務ハンドブック」において，保健主事の役割を４

項目挙げており，その一つである「学校保健に関す

る組織活動の推進」で，保健主事は，学校保健に関

する組織活動の中核として重要であると示されてい

る。また，保健主事は，「生徒指導部」「教育相談

部」などの関連する組織と綿密に連携を図ることと

示されている。さらに，健康観察や健康相談等の結

果から，児童生徒等の心身の健康課題を把握し，解

決策等の具体策を推進していくうえでのリーダーシ

ップを発揮していくことが求められると示されてい

る。 

これらのことから，保健主事は学校保健活動を推

進する立場として，校内の教職員の協力体制を整え，

学校保健の立場から，教育相談において組織的な役

割を果たすものと考える。 

(6) 養護教諭の役割 

提要において，養護教諭の役割について，保健室

には，心身の不調を訴えて頻回に保健室に来室する

者，いじめや虐待が疑われる者，不登校傾向者，非

行や性的な問題行動を繰り返す者など，様々な問題

を抱えている児童生徒が来室し，養護教諭は，この

ような問題を抱えている児童生徒と日常的に保健室

でかかわる機会が多いため，そのような機会や健康

相談を通して，問題の早期発見，早期対応に努める

ことが重要と示されている。また，対応に当たって

は，医療機関等の関係機関との連携の必要性の有無

について適切な判断を行えるようにするとともに，

学級担任をはじめ教育相談部などの校内組織と連携

して対応に当たることが大切であるとも示されてい

る。 

嶋﨑政男（2014）は，教育相談における養護教諭

の役割について，健康教育の一環として行われ，ヘ

ルスプロモーションの考え方に基づく開発的教育相

談の一翼を担っていることや，保健室での児童生徒

の心身の疾病等への対応により，問題の特徴をいち

早く把握できることであると述べている。また，健

康診断結果に基づく「健康相談」等の個別指導・支

援も重要であると述べている。 

文部科学省(平成23年)は，養護教諭が行う「健康

相談」は，児童の心身の健康問題に関して，専門的

な観点から行われると示している。また，相談や受

診の必要性の判断，医療機関等との連携における窓

口の役割等が求められており，さらに，養護教諭の

職務の特質から，児童の心身の健康問題を発見しや

すい立場にあることから，いじめや児童虐待等の早

期発見・早期対応に果たす役割も求められていると

示している。 

(7) 特別支援教育コーディネーターの役割 

 国立特殊教育総合研究所（平成18年）は，特別支

援教育コーディネーターについて，「保護者や関係

機関に対する学校の窓口として，また，学校内の関

係者や福祉，医療等の関係機関との連絡調整の役割

を担う者として，位置付けられます。」10)と示して 

いる。また，小・中学校においては，学校内の関係

者間の連携協力，盲・聾・特別支援学校などの教育

機関，医療・福祉機関との連携・協力の推進役とし

ての役割があると示している。 

このことから，特別支援教育コーディネーターの

教育相談における組織的な役割は，管理職や学級担

任，教育相談担当教員等と連携し，特別支援教育を

必要とする児童や保護者の相談に応じ，専門機関等

との連携を行ったり，特別支援教育に係る校内研修

会を企画したりする役割を担う。 

(8) 組織的な教育相談 

２「機能する教育相談体制とは」及び３「教育相

談体制における教職員の役割」から，小学校におい

て組織的な教育相談活動を行うためには，学級担任

はもとより，管理職，生徒指導担当教員，養護教諭，

特別支援教育コーディネーター等へとつなぎ，連携

を図り，これらの構成員が，当該児童及び保護者へ

の対応，学級担任へのサポート，校内連携のとりま

とめ，関係機関との連携，教育相談に係る年間計画

の作成，教育相談に係る校内研修，教育相談に係る

広報活動などを役割分担し，連携して行う必要があ

ると考える。 

 

Ⅱ 研究の目的と内容 

 

１ 研究の目的 
本研究は，広島県の公立小学校における校内での

教育相談体制の現状を把握し，課題を明らかにする

ことを目的とする。 

 

２ 研究の内容と方法（１年次） 
○ 教育相談体制に関する文献研究 

○ 調査内容の考案・作成 

○ 小学校の教育相談体制に係る実態調査の実施 

○ 調査結果の整理と考察 
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○ 次年度の研究計画の作成 

 

Ⅲ 実態調査  
 

１ 教育相談体制に関する質問紙について 

(1) 質問紙の作成 

実態調査のための質問紙の作成にあたっては，先

行研究及び生徒指導提要等を参考に，質問項目を考

え，研究指導者の指導・助言のもと，作成した。 

(2) 調査の基本構成 

本調査は「教育相談体制の現状について」「校内

や関係機関等との連携について」「教育相談体制の

推進について」の三領域から成り，自由記述を含む21

の設問で構成した。 

回答方法は，各設問に設定された選択肢から回答

することを基本とし，選択肢以外の回答がある場合

及び「中学校との連携」，「教育相談推進のための

課題」については，自由記述による回答とする。 

調査項目及び調査内容の概要を表２に示す。 

 

表２ 調査内容の概要 

Ⅰ 

教育相談体制の現状について 

○ 校内の校務分掌上の位置付け 

○ 構成員 

○ 年間計画 

○ 校内での役割 

○ 相談室について 

○ 教育相談の実施状況 

○ 研修会の実施状況 

○ 問題の把握方法 

Ⅱ 

校内や関係機関等との連携について 

○ 校内の連携 

○ 関係機関等との連携 

○ 中学校との連携 

Ⅲ 

教育相談体制の推進について 

○ 教育相談体制の機能についての現状と課題 

○ 教育相談推進のための課題 

 

(3) 調査方法，調査対象及び調査期間 

○ 調査方法 

  質問紙調査 

○ 調査対象 

  広島県内（広島市・福山市を除く）の公立小学

校273校中266校（回収率97.4％） 

○ 回答者 

校長，教頭，生徒指導担当（主事），養護教諭， 

特別支援教育コーディネーター，その他の教職員 

のいずれか１名 

○ 調査期間 

  平成27年１月９日～平成27年１月28日 

(4) 集計方法 

集計については，質問項目ごとに単純集計を行い，

結果を百分率や合計で表す。自由記述については，

分類・整理を行う。 

 

２ 質問紙調査の結果と考察 
(1) 教育相談体制の現状 

ア 校内の校務分掌上の位置付け 

 校務分掌上の位置付けを図７に示す。 

 

 

図７ 校務分掌上の位置付け 

 

校務分掌上の位置付けについては，「生徒指導部

の中に位置付けられている」といった回答が最も多

かった。その他の回答では，「教務部」や「研究部」

「保健部」の中に位置付けられていたり，「特別支

援教育委員会」「不登校対策委員会」「いじめ防止

委員会」等の委員会，「体罰・セクシャルハラスメ

ント相談窓口」と兼ねていたりといった回答が多く

あった。 

特に「特別支援教育委員会」と兼ねている学校が

多く見られた。また，9.3％の学校が「校務分掌上に

位置付けられていない」と回答しており，教頭や養

護教諭等，限られた担当者のみで担当されていたり，

「分掌として立ち上げていないが，ケースによって

対応する部や委員会を分けている」と回答したりし

た学校もあった。 

イ 構成員 

構成員は，図８に示すように，「養護教諭」「教

頭」「生徒指導担当（主事）」「特別支援教育コー

ディネーター」の順で多かった。 

その他では「主幹教諭」「心の相談員」「スクー

ルソーシャルワーカー」等が挙がっていた。 

16.8% 

56.7% 

9.3% 

4.5% 

12.7% 
教育相談部として独立し

ている 
生徒指導部の中に位置

付けられている 
位置付けられていない 

特別支援教育推進委員

会 
その他 

n=266 
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図８ 教育相談担当の構成員 

 

学校規模別では，図９から図12に示すとおり，構

成員数に異なりが見られた。学級数が31学級以上の

学校については，校数が少ないので割愛する。 

学級数が５学級以下の学校（n=42）の構成員は，

「教頭」「養護教諭」「生徒指導担当（主事）」「特

別支援教育コーディネーター」「校長」の順であっ

た。 

学級数が６～11学級（n=141）では，「養護教諭」

「教頭」「生徒指導担当（主事）」「校長」「特別

支援教育コーディネーター」「教務主任」の順であ

った。いずれも「学年主任」は０％で，分掌化をす

るには教員の数が少ないことが窺える。 

学級数が12～18学級（n=53）では，「教頭」「養

護教諭」「特別支援教育コーディネーター」「生徒

指導担当（主事）」「校長」の順であった。 

学級数が19～30学級（n=42）の学校では，「生徒

指導担当（主事）」「養護教諭」「教頭」「特別支

援教育コーディネーター」「校長」の順であった。

また，「主幹教諭」の配置があるために，構成員に

「主幹教諭」が含まれている学校も25.9％見られた。 

 

 
図９ ５学級以下の学校の構成員 

図10 ６～11学級の学校の構成員 

 

 
図11 12～18学級の学校の構成員 

 

 
図12 19以上～30学級の学校の構成員  

 

どの学校規模においても「教頭」「養護教諭」「生

徒指導担当（主事）」「特別支援教育コーディネー
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ター」が構成員として挙げられている割合が高く，

「生徒指導担当（主事）」については，学級数が19～

30学級の学校で92.6％であった。 

構成員と学校規模との関連については，検定（χ2

検定）の結果，学校規模によって構成員に特徴があ

るとはいえないことがわかった。 

ウ 教育相談担当（部も含む）の役割 

 教育相談担当の役割（部も含む）について，図13に

示す。 

 

 

図13 教育相談担当（部も含む）の役割 

 

教育相談談担当の役割としては，「保護者の相談

への対応」「児童の相談への対応」が多く，次いで

「関係機関等との連絡・調整」「校内連携のとりま

とめ（連絡・調整）」であった。 

「学級担任の支援・援助の割合」は，75.2％とや

や高い数値を示していた。 

「教育相談に関わる年間計画の作成」「広報活動」 

「研修の企画・運営」についてはあまり実施されて

いない様子が窺える。 

 学校規模別では，図14から図17に示すとおり，役

割に異なりが見られた。 

 

 

図14 ５学級以下の学校の役割 

 
図15 ６～11学級の学校の役割 

 

 

図16 12～18学級の学校の役割 

 

 

図17 19～30学級の学校の役割 
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の学校では「学級担任の支援・援助」の割合が高い。  

学校規模の違いによる特徴として，「教育相談の

年間計画の作成」に関する項目に大きな違いが見ら

れた。学級数が19学級を超える学級では，63.0％の

学校で年間計画の作成が行われており，全体の平均

の 32.7％を大きく上回っている。 

教育相談担当の役割と学校規模との関連について

は，検定（χ2検定）の結果，学級数12～18学級の学

校と19～30学級の学校では，教育相談に関わる研修

の企画運営ができているのではないかと推測される。

また，学級数19～30学級の学校では，教育相談の年

間計画の作成，教育相談に関わる広報活動が役割と

してできているのではないかと推測される。 

エ 教育相談の年間計画の有無 

 教育相談の年間計画の有無を図18に示す。 

 

 
図18 年間計画の有無 

 

教育相談年間計画を「作成してある」と回答した

学校は，43.2％と半数以下であった。 

教育相談の年間計画については，生徒指導に関す

る年間計画や学校全体の行事予定等に組み込まれて

いる場合もあるのではないかと推測される。 

オ 専用の教育相談室の有無 

教育相談専用の相談室の有無と教育相談を行う部

屋を図19，図20に示す。 

 

 

図19 専用の相談室 

 

図20 教育相談を行う部屋 

  

「相談室」のように，教育相談を行う際に使用す

る専用の部屋については，「設置されている」と回

答した学校は 38.0％となっており，多くの学校では，

「校長室」や「保健室」で教育相談が行われている

ことがわかった。また，「教室」や「会議室」等が

教育相談を行う部屋として使用されている場合もあ

る。 

カ 教育相談に係る校内研修 

教育相談に係る校内研修について，実施の有無と

実施回数を図21，図22に示す。 

 

 
図21 教育相談に係る校内研修 

 

 
図22 校内研修の実施回数 
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教育相談に係る校内研修は，75％を超える学校で

実施されていた。実施回数については，年に３回以

上と回答した学校が40.6％と最も多く，次いで年に

２回が22.7％，年に１回が16.4％であった。 

 一方，「校内研修を実施していない」が 24.1％で

あり，Ⅲ－２(1)ウの結果と併せて見ると，校内研修

の企画については，50％前後の学校でできているが，

運営は難しい状況にあるのではないかと推測される。  

(2) 校内や関係機関等との連携 

ア 校内の連携 

校内連携の実施と校内連携のメンバーを図23，図

24に示す。 

教育相談にかかわる校内連携については，「いつ

も連携を行っている」「必要に応じて連携を行って

いる」の回答を合わせると，99.6％であった。 

 校内での連携は，「校長」「教頭」との連携を密

に行っている実態が多かった。次いで，「生徒指導

担当（主事）」が 82.0％，「養護教諭」が 81.2％で

あった。 

 

 

図23 教育相談に係る校内連携 

 

 

図24 校内で連携するメンバー 

イ 関係機関等との連携 

校外の関係機関等との連携について，図25に示す。 

 

 

図25 関係機関等との連携 

 

 校外の関係機関等との連携については，「教育

委員会」との連携が97.0％で，最も多かった。次い

で，「こども家庭センター」が56.4％，「特別支援

学校」が 55.3％，「市町の福祉機関」「医療機関」

と続いている。また，「警察」との連携が34.6％あ

り，これは，生徒指導上の諸問題の状況において報

告されている小学校における暴力行為の発生件数が，

前年度と比較して 38.7％増加し，２年連続して増加

していること，過去５年間の児童1000人あたりの暴

力行為発生件数が，全国の数値を上回って推移して

いることとの結果と関連が大きいのではないかと考

える。 

ウ 中学校との連携を図るための取組 

 自由記述から，中学校との連携の内容について次 

に示す。（ ）内は件数を表す。 
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中学校との連携内容については，中学校区の生徒

指導主事部会で連携を図っていると記述した学校が

多かった。また，小中連絡会を定期的に設けていた

り，小中一貫教育による中学校区の各担当者間での

連携や，乗り入れ授業や授業参観等が行われていた

りする学校も多かった。また，中学校進学時におけ

る児童に関する情報交換等の連携，小中合同研修会

や合同行事の実施，中学校区での特別支援教育コー

ディネーターや管理職，養護教諭の連携，中学校区

のスクールカウンセラーとの連携により，中学校と

の連携を図っている実態が明らかになった。 

(3)教育相談体制の推進 

ア 教育相談が機能していると思われる内容 

教育相談体制が機能しているか，また，機能して

いると思われる内容について，図26，図27に示す。 

 

 

図26 教育相談体制は機能しているか 

 

 

図27 機能していると思われる理由 

  

教育相談体制が「よく機能している」と回答した

割合は21.1％であり，「おおむね機能している」と

回答した割合は75.5％であった。 

その理由として，「児童に関する情報交換の場が

設けられている」「教職員間に相談しやすい雰囲気

がある」が挙げられている。このことは，教職員間

でいつも児童の話題が挙げられ，教職員間の信頼関

係が築かれていることが考えられる。 

また，「養護教諭との連携が図られている」が

77.8％，「生徒指導担当（主事）との連携が図られ

ている」が74.4％，「特別支援教育コーディネータ

ーとの連携が図られている」が74.1％であった。 

機能する教育相談体制を考えるとき，「養護教諭」

「生徒指導担当（主事）」「特別支援教育コーディ

ネーター」との関わりが大きいことから，これらの

者は，体制においての位置付けを明確にしておくこ

とが大切であると考える。 

イ 教育相談の機能を高めるための現状におけ

る課題について 

教育相談の機能を高めるための現状における課題

について図28に示す。 

 

 

図28 機能を高めるために考えられる現状における課題 

 

教育相談の機能を高めるために考えられる現状に

おける課題については，「教育相談に関する研修会

の開催」や，「児童との触れ合いの時間を確保する」

「教職員間の共通理解を図る」と回答した割合が高

かった。 

他に「教育相談の評価」「教育相談の専門員（ス

クールカウンセラー等）の配置」「事例研究会の設

定」が挙がっている。 

ウ 教育相談を進めるうえでの困難 

教育相談を進めようとするとき，困難だと思われ

ることについて図29に示す。 
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図29 困難だと思われること 

 

教育相談を進めようとするときに困難だと思うこ

とは，「専門的知識や技能，方法について学ぶ機会

が少ない」と回答した割合が57.1％で最も高かった。

次いで，「家庭の問題やプライバシーなどが複雑で

対応が難しい」といった家庭や個人の問題や「時間

や場所などの条件が整っていない」といった条件整

備についての課題が挙がった。また，「児童や保護

者が必要としていない傾向がある」が25.2％であっ

た。 

前項イでの結果と併せて，教育相談に関する研修

及び時間の確保，児童・保護者等への広報活動の必

要性が考えられる。 

エ 教育相談推進上の課題について 

 自由記述の内容を整理すると，教育相談推進上の

課題は概ね次の３点にまとめられた。 

(ｱ) 課題１ 時間確保 

児童に関わる時間や教育相談を行う面談時間，校

内で関係者が共通理解を図る時間の確保が難しいと

いった意見が多かった。そのため，教師が児童の話

をじっくり聞くことが困難な状況があることや，教

職員間の連携が十分に行えない状況があることが考

えられる。 

(ｲ) 課題２ 研修 

専門的な知識や技能・方法等についての研修の必

要性や，教育相談の必要性・重要性の理解，教職員

の意識の変革のための研修の在り方等，校内研修の

在り方が課題として挙がっている。 

(ｳ) 課題３ 体制整備 

 教育相談に係る校内体制の整備に関する意見を次

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これら３点の課題解決のためには，教育相談の実

施時期や方法の工夫，校内体制における教職員間の

連携，中学校のスクールカウンセラーの活用等を，

意図的・計画的に進めることが必要であると考える。

そのためには，教育相談における年間計画を立案し，

組織の役割分担を明確にすることが，校内のスムー

ズな連携，より有効な児童支援へとつながるのでは

ないかと考える。 

(4) 質問紙調査結果のまとめ 

ア 教育相談体制の機能 

今回の質問紙調査の結果から，広島市福山市を除

く県内の小学校における教育相談体制は，概ね機能

しているものと思われる。 

「よく機能している」「おおむね機能している」

と回答した学校と，教育相談担当の役割との関連に

ついては，検定（χ2検定）の結果，学校において，

教育相談体制が機能していると回答した理由として，

「児童の相談に対応」「学級担任の支援・援助」「教

育相談に関わる研修の企画・運営」「校内連携のと

りまとめ（連絡・調整）」ができていると捉えてい

ることが分かった。 

児童や保護者の相談対応，関係機関等との連絡調

整，校内連携のとりまとめなどの役割は充実してい

る一方，教育相談の年間計画の作成や研修の企画・

運営の役割についてはあまり果たされていない状況

が見られた。また，現状における課題として挙げら

れた内容には，「教育相談に関する研修」が最も多

かった。この結果から，定期的な教育相談を行うた

めの年間計画の位置付けや，専門的な知識や相談技

能の習得，事例検討等の校内研修が必要であると考

える。しかし，教育相談を進めていくうえで困難で

57.1% 

16.9% 

32.0% 

4.9% 

37.2% 

19.5% 

25.2% 

1.5% 

専門的知識や技能等について学ぶ機会が少ない 

体制や実施するための計画が作成されていない 

時間や場所などの条件が整っていない 

関係の教職員，保護者， 

関係機関との連携が取りにくい 

家庭の問題やプライバシー 

などが複雑で対応が難しい 

児童の問題行動が，学校教育の 

限界を超えていることが多い 

児童や保護者が必要としていない傾向がある 

指導や対応が評価されたり，批判 

されたりしないか心配である n=266 

○ 児童や保護者は，教育相談窓口より，学級

担任へ直接相談する。 

○ 学級担任の時間的・精神的負担が大きい。 

○ 学級担任を日常的に支援する役割の教職員

やスクールカウンセラー等の専門家の配置

等の必要性がある。 

○ 小規模校では，学級担任が教育相談担当や

特別支援教育コーディネーターを兼ねること

が多いので，体制の中心になって取り組むこ

とが困難である。 

○ 特別支援教育と生徒指導の両面から，教育

相談体制を整える必要がある。 

○ 個に応じた柔軟な対応が行えていない。 

○ 保護者の意識が多様化しているため，児童

の教育相談の必要性について理解を得にくい

場合がある。 
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あると思われることでは，「専門的知識や技能，方

法について学ぶ機会が少ない」と回答した割合が最

も多く，「校内研修」を課題だと感じながら，研修

の機会を増やすことに困難さを感じている現状があ

ることが分かった。また，研修内容に関して児童理

解のための専門的な知識や教育相談に係る技能や方

法について，研修の必要性を課題として捉えている

ことが分かった。 

イ 教育相談担当の役割 

 教育相談担当（部も含む）の役割として，「広報

活動」「年間計画作成」「研修の企画・運営」と回

答した割合が低かったことから，計画的な教育相談

に関する校内研修計画の作成と内容の充実が必要で

あると考える。また，課題で挙げられている保護者

対応の在り方や方法は，校内研修を行うことで習得

し，共通理解を図ることができる。それには，教員

一人一人が教育相談の必要性を認識し，学校として，

学校の現状に即した教育相談をどのように進めてい

くか，その体制を整えていくことが不可欠である。 

そのためには，教育相談を年間計画に位置付け，教

育相談に関する校内研修を含め，学期・月ごとに示

すことが必要である。また，具体的な実施計画には，

学級担任，教育相談担当教員，養護教諭，管理職等

のそれぞれの立場からどのように進めていくかを示

していくことが大切であると考える。 

ウ 構成員 

構成員は，質問紙調査の結果で多くの学校がメン

バーとし，χ2検定でも有意であった「管理職」「生

徒指導担当教員」「養護教諭」「特別支援教育コー

ディネーター」を挙げている。また，「機能を高め

るための現状における課題」において挙がっていた

「研修会の開催」「教職員間の共通理解」「教育相

談の評価」「事例研究会の開催」等が必要であると

回答した割合が高かったことから，これらを推進す

る役割を担う者として，「教育相談担当教員」を位

置付けることを示した。また，組織的な対応の進め

方を示し，事案が生じた際に学級担任あるいは養護

教諭等が状況の把握後，組織的対応となり，学級担

任任せにならないという流れを示した。 

文献研究及び実態調査結果から，本研究が目指す 

機能する教育相談体制について，組織的な対応の進

め方の流れを図30に示す。
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 図30 機能する教育相談体制 ～組織的な対応の進め方～ 
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Ⅳ 一年次の研究のまとめ 

 

１ 研究の成果 
今年度は，文献研究及び実態調査から，教育相談

体制に係る現状と課題を整理することができた。 

教育相談体制に係る質問紙調査結果の分析から，

県内公立小学校の教育相談体制の現状を次の４点に

まとめることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文献研究により，教育相談体制を確立するために

は，管理職，リーダーシップをとる教育相談担当教

員，生徒指導担当教員，保健主事，特別支援教育コ

ーディネーター，養護教諭などで構成させることが

望ましいことが示唆された。また，質問紙調査の結

果の分析からも同様の結果を得られた。 

これらのことから，機能する教育相談体制の確立

に資するモデル図を作成することができた。 

 

２ 二年次の研究に向けて 
教育相談推進上の課題は，時間確保，研修，体制

整備の３点であることが分かった。 

作成した教育相談体制における組織的な対応の流

れを基に，質問紙調査結果から分かった課題の解決

を図るため，教育相談の校内組織における構成員の

役割分担，教育相談に係る年間計画の作成，計画的

な校内研修の実施とその有効性について検証し，機

能する教育相談体制の構築に向けた取組を実施する。 

 

おわりに 

本研究は，小学校における校内での教育相談体制

の現状や実態を把握し，本県小学校における校内の

教育相談体制の課題を明らかにし，その結果を踏ま

え，機能する教育相談体制の構築に係る方策を提言

することを目的としたものである。 

小学校からの教育相談を組織的に進めていくこと

は，中学校での支援の充実につながる。今回の質問

紙調査で把握した課題は，文献研究においても教育

相談体制の課題として挙がっており，他県において

も様々な取組や研修がなされている。本県において，

小中一貫教育や小中連携が活発に行われている実態

から，小学校での取組は確実に中学校へとつながる

ものと考え，本研究を進めていきたい。 

終わりに，本研究を進めるに当たり御指導いただ

いた兵庫大学健康科学部の加藤和代准教授に感謝申

し上げるとともに，研究に御協力いただいた熊野町

立熊野第四小学校の佐伯房代教諭，尾道市立因北小

学校の半田明美養護教諭，質問紙調査に御協力いた

だいた各教育事務所の皆様，各市町教育委員会の皆

様及び公立小学校の皆様に心から感謝申し上げる。 
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貴校における教育相談体制の現状についてお答えください。 

 
Ⅰ 

位
置
付
け 

問１ 教育相談部（係）は，校務分掌上，どのよ

うに位置付けられていますか。 
 また，いずれにも該当しない場合は，その他に
記入してください。 

1 教育相談部として独立している 

2 生徒指導部の中に位置付けられている 

3 位置付けられていない 

4 その他 

構
成
メ
ン
バ
ー 

問２ 校務分掌における教育相談担当の構成メ

ンバーをお答えください。（複数回答） 

1 校長 6 養護教諭 

2 教頭 7 生徒指導担当(主事） 

3 教務主任 8 特別支援教育コーディネーター 

4 学年主任 9 スクールカウンセラー 

5 学級担任 10 その他 

画計 問３ 教育相談の年間計画はありますか。 1 はい 2 いいえ 

教
育
相
談
担
当
の
役
割 

問４ 教育相談担当（部も含む）の役割について

お答えください。（複数回答可） 

1 児童の相談に対応 

2 保護者の相談に対応 

3 学級担任の支援・援助 

4 教育相談の年間計画の作成 

5 教育相談に関わる研修の企画運営 

6 関係機関等との連絡・調整 

7 校内連携のとりまとめ（連絡・調整） 

8 教育相談に関わる広報活動 

9 その他 

相
談
室 

問５ 専用の相談室はありますか。 1 ある 2 ない 

問６ 教育相談は主にどのような部屋を利用し
て行っていますか。（複数回答可） 

1 相談室 5 図書室 

2 職員室 6 校長室 

3 保健室 7 教室 

4 会議室 8 その他 

定
期
教
育
相
談 

問７ 教育相談部（係）は，定期的に児童への相
談面接を計画し，実施していますか。 

1 実施している → 問９へ進んでください。 

2 実施していない 

問８ 定期的に実施していない場合，その主な理
由を選んでください。 
 ※ この問いは問７で「２ 実施していない」

と回答した者のみ回答する。 
 → 回答後，問 10 へ進んでください。 

1 随時，必要に応じて実施しているから 

2 時間を設定するのが難しい 

3 方法がよく分からない 

4 相談面接について考えたことがない 

5 必要を感じないので 

6 その他 

問９ 定期的な教育相談は，年間何回実施してい
ますか。 
 ※ この問いは問７で「１ 実施している」と

回答した者のみ回答する。 

1 年１回 5 月に１回程度 

2 年２回 6 その他 

3 年３回  

4 年４回 

資 料 
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研
修
会 

問 10 校内で，教育相談にかかわる研修会（事
例研究会を含む）を実施していますか。 

1 実施している → 問 11 へ進んでください。 

2 実施していない → 問 12 へ進んでください。 

問 11 教育相談にかかわる研修会（事例研究会
を含む）は，年間どのくらい実施しますか。 

※ この問いは問 10 で「１ 実施している」と
回答した者のみ回答する。 

1 年１回 4 月に１回程度 

2 年２回 5 学期に１回程度 

3 年３回以上 6 その他 

問
題
の
把
握 

問 12 児童の問題を早期発見，早期対応するた

めに行っていることを記入してください。（複数
回答可） 

1 特に行っていない 

2 児童の学校生活を把握するためのアンケート 

3 悩みや困っていることのアンケート 

4 相談週間等の設置 

5 担任等による全員面接 

6 欠席児童に対する校内での共通した取組（電話連絡・家庭訪問等） 

7 その他 

貴校における校内や関係機関等との連携についてお答えください。 

Ⅱ 

校
内
の
連
携 

問 13 教育相談にかかわることで，校内で連携

を行っていますか。 

1 いつも連携を行っている 

2 必要に応じて連携を行っている 

3 十分な連携が行われていない  

問 14 校内で連携するとき，誰と連携すること

が多いですか。（複数回答可） 

  

1 校長 6 養護教諭 

2 教頭 7 生徒指導担当（主事） 

3 教務主任 8 特別支援教育コーディネーター 

4 学年主任 9 スクールカウンセラー 

5 学級担任 10 その他 

関
係
機
関
等
と
の
連
携 

問 15 校外の関係機関等と連携を行っています

か。行っているものすべてにご記入ください。 

1 教育委員会 7 学校医を含む医療機関 

2 教育センター 8 保健所（保健センター） 

3 適応指導教室 9 こども家庭センター 

4 発達障害者支援センター 10 警察 

5 特別支援学校 11 連携を行っていない 

6 市町の福祉機関 12 その他 

問 16 中学校との連携を図るために取り組んでいることがありますか。あれば記入してください。 

貴校における教育相談体制の推進についてお答えください。 

Ⅲ 

教
育
相
談
体
制
の
推
進 

問 17 現在の貴校の教育相談体制は機能してい

ると考えますか。 

  

1 よく機能している  

2 おおむね機能している  

3 あまり機能していない → 問 19 へ進んでください。 

問 18 教育相談が機能していると思われる内容

をお答えください。（複数回答可） 

※ この問いは問 17 で「１ よく機能してい

る」，「２ おおむね機能している」と回答した

者のみ回答する。 

1 児童に関する情報交換の場が設けられている 

2 教職員間に相談しやすい雰囲気がある 

3 校内に相談できる人がいる 

4 校内研修の機会がある 

5 定期的に教育相談を行っている 

6 専門機関等との連携が適切に行われている 

7 生徒指導担当(主事）との連携が図られている 

8 養護教諭との連携が図られている 

9 特別支援教育コーディネーターとの連携が図られている 

10 その他 

問 19 教育相談の機能を高めるために，貴校の

現状における課題として考えられる内容をお答

えください。（複数回答可） 

1 教育相談担当を校内組織へ位置付ける 

2 定期的に教育相談に関する連絡会等を開催する 

3 教育相談に関する研修会を開催する 

4 専門機関等との連携を図る 

5 児童との触れ合いの時間を確保する 

6 教職員間の共通理解を図る 

7 事例研究会を設定する 

8 教育相談の専門員（スクールカウンセラー等）を配置する 

9 教育相談の評価を行う 

10 その他  

問 20 教育相談を進めようとするとき，困難だ

と思うことはどんなことですか。３つ以内で選ん

でください。 

1 専門的知識や技能，方法について学ぶ機会が少ない 

2 体制や実施するための計画が作成されていない 

3 時間や場所などの条件が整っていない 

4 関係の教職員，保護者，関係機関との連携が取りにくい 

5 家庭の問題やプライバシーなどが複雑で対応が難しい 

6 児童の問題行動が，学校教育の限界を超えていることが多い 

7 児童や保護者が必要としていない傾向がある 

8 指導や対応が評価されたり，批判されたりしないか心配である 

9 その他 

問 21 その他，学校で教育相談を進めるうえで，課題と思われることについて記述してください。 

 


